
資料－ ６

広域農道整備事業の現状と検討の背景

平成１４年１２月１７日
農林水産省農村振興局
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１．広域農道整備事業の概要
（１）農業用道路とは

○農道は、農業生産に直接的な関わりを持つ農村地域の道路である。
○農道の整備は、農地と農地、農地と集落・集出荷施設等を結び、農業の生産性の向上、農産物流通の

合理化を図るとともに、日常生活面で利用されるなど農村環境の改善に資するものである。
○これに対し、一般道路は、一般交通の用に供し、道路交通の円滑化と安全の確保を図る目的で整備す

るものである。

○農道と一般道路の比較

農 道 整 備 事 業 道 路 事 業

・土地改良法 ・道路法、高速自動車国道法根拠法令
など

・農業の生産性の向上 ・道路網の整備目 的
・農業構造の改善など ・交通の発達に寄与

・農業振興地域 ・指定又は認定された路線対象地域
（道路法等）

・農地と集落又は農業施設、 ・都市と都市、地方又は交通路線計画
農業施設と一般道路を結ぶ 拠点を結ぶ

・受益地及び受益者を特定 ・受益地及び受益者は不特定

・ ６万ｋｍ ・１１７万ｋｍ延 長

） 、 、 、 、 。注 農道整備事業の延長は 広域農道 農免農道 一般農道 旧団体営農道の合計

、 、 、 、 。道路事業の延長は 高速自動車国道 一般国道 都道府県道 市町村道の合計

農産物流通の合理化

農農業の生産性の向上
村農
地
域農産物の品質・鮮度の向上
の
活道

農村地域の集落・地域間交通の改善 性
化

都市地域と農村地域の交流促進

町役場

大規模
医療施設

広域営農団地

基幹農道
(広域農道)

消防署

診療所

I.C

国 道

県 道
市町村道

県道

高規格幹線道路

国 道

幹線農道

市町村道

地方都市

全国
へ

卸売
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施設
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ン
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レ
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ー
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加工
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集出荷
施設

集出荷
施設

支線農道
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広域農道整備事業の実施フロー

◆地区採択までの流れ ◆着工から維持管理までの流れ

土地改良法の手続き

事業計画作成 工事着工
事業計画概要の公示

(都道府県)

事業採択申請 受益面積の変更、総事業費の変動など
受益農家の同意

(都道府県)

１１月末
変動が小さい場合 変動が大きい場合

新規地区採択に
係る国の審査 適否の決定

計画変更しない 計画変更を実施
(北海道を除き

地方農政局)

新規採択公表 計画の決定

(北海道を除き

部分効果発現地方農政局)

採 択 通 知 計画の確定

工事完了(北海道を除き

地方農政局)4 月

工 事 着 工
維持管理

※ 一般的に都道府県の管理委託または財産譲与を
受け、市町村が維持管理
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（２）広域営農団地整備計画と広域農道
○需要の状況や地域の特性を踏まえ、広範な農業地域を対象に基幹となる作目に係る生産基盤、農業近

代化施設等を総合的に整備し、日本農業の担い手となる広域営農団地を育成。
○広域営農団地育成対策の一環として、各施設を結びつけるとともに、農産物流通、消費地へのアクセ

スのための基幹農道として広域農道を整備。

◆広域営農団地整備計画とは ◆広域営農団地整備計画の策定状況

広 域 営 農 団 地 整 備 計 画 は 、 自 然 的 、 社 会 全国農地面積 約５００万ha（3, 2１８市町村）※

的 、 経 済 的 諸 条 件 を 同 じ く す る 広 範 な 農 業 広域営農団地整備計画 ３９６団地
地 域 に つ き 、 地 域 の 基 幹 と な る 作 目 に 係 る 計画区域内農地面積 約４４０万ha(２，２２０市町村)
生 産 か ら 流 通 ・ 加 工 ま で の 各 段 階 の 有 機 的
一 体 的 な 整 備 を 行 い 、 広 域 的 な 生 産 団 地 の 広域農道が位置付けられている
形成を図るための基本となる計画である。 広域営農団地整備計画 ３４９団地
（昭和４６年度～）

広域農道受益面積
約３３０万ha（1, 6４５市町村）

、 。※ここで示す農地面積は 耕地面積と耕作放棄地を足したものである

◆広域農道とは ◆広域農道の延長

広域農道は、広域営農団地整備計画に位置
付けられた農道であり、農産物の集出荷、流
通、加工の各段階、各施設を有機的に結びつ
けるとともに、インターチェンジへ通じる幹
線道路等へのアクセスの改善を図る広域営農
団 地 に お け る 農 道 網 の 基 幹 と な る も の で あ
る。

          　完了延長
　　　　　（地区完了）
        　 約5,700ｋｍ

 実施中のうち
  完成延長
　約1,600km

採択済
延長
約800km

未採択
延長
約800km

未整備　約1,600km

広域営農団地整備計画に位置付けられた広域農道の延長　約8,900km

整備済　約7,300km



注）平成14年度現在

広域営農団地整備計画 策定地域
（広域農道の計画なし）

広域営農団地整備計画が策定
されていない地域

広域営農団地整備計画 策定地域
（広域農道の計画あり）

（３）広域営農団地整備計画の策定状況

　○広域営農団地整備計画については、一部の都市部と山間部を除いて、日本全国で策定されている。

-  4  -
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（参考）広域営農団地整備計画の内容

◆ 広域営農団地整備計画の内容 ◆広域営農団地整備計画のイメージ

第１ 広域営農団地の区域

第２ 広域営農団地の整備の基本構想

１．広域営農団地の農業概況

２．広域営農団地整備の基本構想

（１）基幹作目

（２）基幹作目の生産・流通等の将来展望

（３）農業経営の目標

（４）整備の基本的方向

第３ 農業生産基盤の整備及び開発に関する計画

１．整備開発の構想

２．整備開発計画

（１）農道整備事業の計画

（２）その他の広域的な事業の計画

第４ 農業近代化施設の整備に関する計画

１．整備の構想

２．整備計画

第５ 広域営農団地の管理運営組織の整備に関する計画

第６ 農業生産団地の形成等との関連

※ ・計画は概ね１０年を見通して作成

・ 広域営農団地の整備のための農業振興地域整備計画の策定について「

（Ｓ４６農政局長通達 」による）
市場（ＩＣ）

水田

普通畑

樹園地

馬鈴薯集荷施設

野菜貯蔵発芽施設
野菜集出荷施設

ｶﾝﾄﾘｰｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

畑地整備計画

野菜集出荷施設

ほ場整備計画

家畜市場

ｶﾝﾄﾘｰｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

野菜低温貯蔵庫

馬鈴薯予措貯蔵施設

みかん選果場

キク集荷施設

基幹農道

国県道
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（４）広域農道の効果
「青森県 五戸地区」

○青森県五戸地区では、国営農地開発事業と広域農道整備事業の相乗効果が発揮され、ながいも、に
んにくの主産地が形成されました。

◆ 農道整備による産地形成「五戸地区」 ◆ ながいも・にんにくの作付面積・出荷量

北九州・福岡へ
　200t

広島へ
　150t

大阪・京都・奈良へ
1,000t

名古屋・岐阜へ
　1,250t

東京へ
　300t

盛岡へ
　100t

青森へ
　200t

五戸

◆ 五戸地区のながいもの出荷先

事業名 事業期間 事業量

農地開発事業
「五戸台地地区」

S59～Ｈ９ ３５７ｈａ

広域農道
「五戸地区」

S52～Ｈ８ ２５ｋｍ

八戸ＩＣ

八戸自動車道

八戸市街

新郷町

水田

畑

倉石町

集出荷施設

造成地

集出荷施設

集出荷施設

五戸町
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

S51 H10

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

事業前 事業後

ながいも

ha

百ｔ

出荷量

作付面積

0

5

10

15

20

25

S51 H10

0

100

200

300

400

500

600

事業前 事業後

にんにく

ha

百ｔ

出荷量

作付面積

（主要市場分のみ）
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「宮崎県の広域農道」
○宮崎県では、産地と高速道路を広域農道で有機的に結びつけ、一大園芸地帯を形成しています。ピ

ーマンは全国の出荷量の２５％を占め全国１位となっています。

（平成１１年１月～３月）◆ ピーマンの市場取扱数量とその割合

北海道 930t(877t)　94%　

東北 898t(417t)　47%　

関東 12,071t(6,263t)　52%　

北陸 685t(122t)　18%　

東海 3,129t(1,545t)　49%　

近畿 4,518t(2,446t)　54%　

中国 1,121t(663t)　59%　

四国 618t(154t)　25%　

九州 5,725t(4,266t)　75%　

全国 29,695t(16,755t)　56%　

宮崎県

宮崎県産
その他の産地

冬場（１月～３月）の全国の市場占有率特に、

は５６％です。

野菜指定産地 （ピーマン ）

高速道路 ・ ＩＣ

広域農道

国道 ・県道

宮崎自動車道

九州自動車道
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（５）平成１２年度総点検の概要
○効率的な事業の実施を行うために、工期の長期化への対策、新規採択地区における施工順位の明確化、府省間

の調整と連携の観点で広域農道整備事業の見直しを実施。

◆広域農道整備事業の工期の長期化への対策

【課題】 【措置状況】
○ 実施状況を緊急点検し、工期が長期化 ○ 広域農道整備事業の工期の長期化に適切に対処する観点

している地区については、残事業の必要 から、平成１３年度新規地区採択を停止し、継続地区への
整備量等を早急に見直す必要がある。 重点的な予算配分により事業地区の早期完了を推進

○ 事業の早期完了を図るとともに、事業 【対応方針】
の計画的・重点的実施を図る観点から、 ○ 実施地区すべての総点検を踏まえ、今後必要な計画変更
新規採択については抑制的に扱うことと 等を速やかに実施。
すべきである。

①緊急性の低い路線約５６０ｋｍを取りやめ ②新規採択の抑制・集中的投資による地区数の減少

※地区数には、農道環境整備事業を含む

H 12完了
27地区

H13完了
37地区

新規採択 12地区

緊急地 区
に厳 選

H 14完了
3４地区
(見込み)

平成12年度 平成13年度 平成14年度

310 地 区 285 地 区 261 地 区

新規採択１３地区

新規採択 2地区

緊急地 区
に厳 選

Ｈ１３
重点的に実施する優先区間

約2,900km

集中投資

Ｈ１２
約560km取りやめ

             平成１２年度継続地区　約3,800km

H12完了　約340km
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区間Ａ
 L=３km

区間Ｃ
 L=５km

市
道

県道

区間Ｂ
 L=4km

国道

国道

営農センター

集出荷所

主要地方道

集出荷所

集出荷所

広域集出荷施設

集出荷所

県
道

海

◆広域農道の施工順位の明確化

【措置状況】
○ 計画的な事業管理を徹底し効果の早期 ○ 広域農道整備事業については、工期が１０年以内で、効

発現を図るため、今後は、事業の採択時 果の早期発現を可能とする新たな事業管理方式を導入。
に事業主体において工事実施方針及び施
工順序の明確化を図ることが必要であ 【対応方針】
る。 ○ 適切な施工計画によりトンネル・橋梁等の大規模構造物

を計画的に実施し、ボトルネックを解消。

①限度工期の設定 ②適切な施工計画による事業効果の早期発現

事業効果の早期発現を図るため、今後の新規採択に 【Ｔ地区の事例】
あたっては、事業毎に設定された限度工期以内の地区 他府省又は地方単独事業との施工調整や橋梁５ヶ所を計画的に実施す
に限定して採択。 ることにより、順次部分供用を開始し、事業効果の早期発現を図る。

広域農道整備事業

※平均工期 約１８年

限度工期 ９年

※H10～H12に完了した地区の平均工期

区間Ａ：市道と広域集出荷施設を結ぶ区間を

平成１５年度に供用開始予定( ～ )H4 H14

区間Ｂ：他事業施工区間と施工時期を調整し

平成１９年度に供用開始予定( ～ )H14 H18

区間Ｃ：橋梁５ヶ所を計画的に施工し、

平成２３年度に供用開始予定

( ～ )H14 H22

： 広 域 農 道

： 農 業 用 施 設

： 他 府 省 又 は 地 方 単 独 事 業 施 工 区 間

： 橋 梁 区 間
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◆府省間の調整と連携

○連絡調整会議（国土交通省） ○総務省との連携事業（ふるさと農道緊急整備事業）

農林水産省と国土交通省との間、都道府県の担当部局間におい 地域が緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に
て平成７年度から連絡調整会議を設置し、緊密に協議、調整 行う必要がある農道の整備を推進し、もって農村の振興と定

住環境の改善に資するため、農林水産省と総務省が協力して
・地域の幹線道路の計画と広域農道等の整備計画の調整 国庫補助事業と地方単独事業を効果的に推進。
・相互に関連する農道事業と道路事業の進度調整
・その他

期間：平成５年度～平成１４年度（延長する方向で協議中）
調 整

農林水産省 国土交通省 ・農道整備事業（補助事業）と地方単独事業を組み合わせて実施
（国の連絡調整会議）

促進型：農道整備事業として採択された路線の一部を地方
指導 報告 単独事業で実施

合併型：農道整備事業に併設又は合併して地方単独事業を
実施

地方農政局 地方整備局

指導 報告 協 議 報 告

調 整
農道担当部局 道路担当部局

（各道府県の連絡調整会議） 歩道部分 車道部分
※道府県は地方整備局

を通じて協議

ふるさと農道 農道整備事業
（合併型）

地域道路整備計画の策定
（計画図の作成・公表・見直し） ・農道の整備を地方単独事業として単独で実施（単独型）
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（６）総点検を踏まえての現状
○平成１２年度の総点検により、適正な事業管理を進め、継続地区の早期効果発現を目指す。

◆長工期地区（２０年以上経過した地区の状況）の推移 ◆５年以内に完了する地区割合の推移

◆総点検の効果 ◆完了延長の推移

38

27

0

1 0

2 0

3 0

4 0

H 1 2 時 点 H14時 点

長 工 期 地 区 （２０年 以 上 ）の 推 移

地 区 数 29%減 少

長工期地区の減少 ５年以内に完了する

地区数割合の増加

継続地区への重

点的な予算配分

継続地区の早期効果発現

（完了延長の増加）

58

71

40

50

60

70

80

H12時 点 H14時 点

５年 以 内 に完 了 す る地 区 数 割 合 の 推 移

％
13%増 加

230 230

340

460

310

0

100

200

300

400

500

H10 H11 H12 H13 H14(予定)

各年度の完了延長
km

総点検前 総点検後
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２．検討の背景

１． 農業情勢の変化

○ 耕地面積・耕地利用率の減少

○ 農業生産量の減少

○ 農家人口、農業就業者人口等の減少

○ 合併の進展JA

２． 社会情勢の変化

○ 農村における混住化の進展

○ 一般道路の改良の進展

３，行財政改革等の動き

○ 地方分権改革推進会議

○ 経済財政諮問会議
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（１）農業情勢の変化
○転用・耕作放棄地の増加等により、耕地面積は継続して減少。また、耕地利用率も低下。
○農業生産指数（数量ベース）は、Ｈ２を１００とするとＨ７が９５、Ｈ１２は９０と減少している。
○農家人口、農業就業人口、基幹的農業従事者数についても、減少が続いている。

◆ 農業生産量の減少◆ 耕地面積・耕地利用率の減少

◆ 農家人口、農業就業人口等の減少
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資 料 ： 農 ( 林 ) 業 セ ン サ ス 」） 「

資料 ： 耕地及び作付面積統計」） 「

※ Ｈ２農業生産（数量ベース）を１００とする指数

資料 ： 農林水産業生産指数」） 「
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（２）社会情勢の変化
○農村における混住化の進展や一般道路の改良が進んできており、これらの社会情勢の変化は、広域農

道の整備の必要性を見直す要因の一つ。

◆農村における混住化の進展 ◆一般道路の改良済率の推移

農村では混住化が進展し、農業生産活動に従事

しない住民が増加し、広域農道の農外利用が拡大

してきている。

※１昭和４５年は、農家率が５０％未満の農業集落

数が約２０％であったのが、平成１２年には、約３

倍の約６０％以上を占める状況となっている。
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広域農道整備事業の制度が創設された昭和４０年
代半ばには、一般道路 の改良済率 は２１％だっ※２ ※３

たのが、平成１１年度には５４％に増加。

農産物流通の合理化に活用できる一般道路が増加
してきている。

※２ 一般道路とは、高速自動車道を除いた一般国道～市町村道の計

※３ 改良済率とは、車道幅員 以上に整備された一般道路の率5.5m

資料 ： 道路統計年報」） 「
資料 ： 農（林）業センサス」） 「

※ 農業集落とは、市区町村の区域の一部において農業上形成されてい1

る地域社会のことであり、もともと自然発生的な地域社会であって、

家と家とが地縁的、血縁的に結びつき、各種の集団や社会関係を形成

してきた社会生活の基礎的な地域のことである。

農家率別農業集落の構成比の推移
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（３）行財政改革等の動き
○地方分権改革推進会議の最終報告において、公共事業の対象となる公共施設等の性格に応じた重点化

により、国と地方の役割分担を行うべきとの報告がなされ、これを受けて農林水産大臣が経済財政諮
問会議の場で広域農道の見直しを表明。

◆ 見直しに至る経緯

（地方分権改革推進会議の最終報告を受けて）

平成１４年１０月３０日

地方分権改革推進会議の最終報告

～事務・事業の在り方に関する意見～

【内容】

公共事業に係る国庫補助負担事業の廃止・縮減は、国と地方の役割分担に応じた事

務事業の在り方を見直す観点から行われるものであり、また、国の関与を縮小し、地

方の権限と責任を大幅に拡大する方向で検討。

公共事業の対象となる公共施設等の性格に応じた重点化

平成１４年１１月１日

第３３回経済財政諮問会議

農林水産大臣発言

【内容】

「広域農道については、抜本的な見直しを行うこととし、地方単独事業や、他府省

事業との代替の可能性や産地の形成の観点から、第三者委員会の提言を踏まえ、検

討を進める 」。
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（参考）平成１２年度の見直しと今回の検討との比較
○平成１２年度は、実施地区における早期効果発現に向けての事業管理を中心に見直しを行ったもの

であり、今回は今後実施が予定されている地区における必要性を踏まえた重点化と効率的な事業実
施を行うための検討である。

項 目 平成１２年度の見直し 今回の検討

○公共事業の抜本的見直し ○地方分権改革推進会議の最終報告を背 景
踏まえた国と地方の役割分担

○平成１２年度において実施されてい ○広域営農団地整備計画において、今範 囲
る広域農道（約３，８００ｋｍ）を 後新たな整備が見込まれる広域農道
対象。 （約８００ｋｍ）を対象。

○早期の効果発現に向けた事業管理 ○産地の形成に資する路線に重点化内 容
・工期の長期化への対策 ・広域営農団地整備計画に基づく基
・新規採択地区における施工順位の 幹農道としての必要性の検証

明確化 ・他事業での代替及び既存道路活用
・府省間の調整と連携 の検証

○平成１３年度新規採択を停止し、継結 果
続地区への重点的な予算配分によ
り、実施地区の早期完了

○効果が１０年以内で効果の早期発現
を可能とする新たな事業管理方式の
導入。

○一般道路等他事業との連携を積極的
に推進。

手 法 第三者委員会の提言を踏まえ、農水省が 同左
見直し方針を決定。その方針に基づき事
業主体（都道府県）が見直しを実施。


